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第9章　最初の50年(PartOne)
1800年,フランス政府の内部資科として匿名で書かれた文書『共和国第8年
(1799年)末におけるフランス』 (L'EtatdelaFrancedlaFindel'An W)の中で,
近代国家成立期の情報省長官とも称すべきオートリ-ヴ伯爵(Alexandre
Maurice Blan° de la Nautte, comte d'Hauterive)は, 1760年以降のヨ-ロケパ
の国家間システムの在り様を次のように批判した｡
フランス革命勃発時には,すでに有効な国家間の法が存在していなかった｡
｢ヨーロッパの政治的･連邦的規約という真の原理原則がないがしろにされるか,
忘れ去られていた｡｣客観的事象としては,これら原理原則は,ヨーロッパ北部
要因としての帝政ロシアの勃興や｢ヨーロッパ諸国間の外交関係へのロシアの干
渉｣によって,また｢最上位の強国｣ -とひた走るプロイセンの国家としての発
展によって,本来の機能を失って行ったのである｡それだけではなく,特にプロ
イセンの場合には,戦争,新たな政治形態,新たな軍事戟術,国力増大のための
富の蓄積政策などという手段-こうした手段が戦争を前提とした不自然かつ国
力を消耗させる臨戟態勢へとすべてのヨーロッパ諸国を引きずり込む結果を招い
たのであるが-に次々に訴えることによって,またイギリスの場合には, -
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プロイセンの場合と同様の破壊的な結果を伴った-商取引システムと植民地経
営システムの開発･発展によって,ヨ丁,,13ッパの連邦主義的紐帯という原理原則
は,機能不全を通り越して完全にその本来の意味を失ったのである｡革命当初の
-･  I .          ヽ
1789年段階には,こうした状況の展開め下で;丁もはや頼るべき統治塵骨の指針
ち,連邦主義的紐帯も,ヨーロッパで広く受け入れられていた政治的原則も,久
しく存在することを止めていた0 -･･･肥大化･強大化としきう仮想上の原則が(.････
すべての国家･政府を魅了したo ･･-･国家甲の法は,体裁上はともかく,もはや
存在しないも同然であった｡ --今次の革命は,長期に亘って運命付けられてい
たヨーロッパの国家間関係の解体を声高らかににしかも正式に宣言したものに他
ならないのである｡｣
オートリ-ヴの主張はここで止まらず,次のように展開される｡フランス革命
に敵対する反革命戦争は,革命後ヨーロッパ全土に蔓延した無政府状態の論理必
然的な結果であり, ｢フランス王制の崩壊を機に,その魔境に上に新たな政治シ
ステムを作りあげ,新たな権力分配構造を創造しようとした--無節操･無軌道
な試み｣だったのである｡その試みは,最終的には,失敗に終わり,反革命戦争
がもたらしたものと言えば,諸国家間の法が支配する元の体制への回帰であった｡
好仏反革命戦争におけるフランスの勝利によって,フランスは, ｢自国の安全保
障のみならず,ヨーロッパ全体の安全保障という観点からも,本来占めるべき場
へと復帰したのである｡｣かつてそうであったように,将来においでも,ヨーロ
ッパはその平和の維持を- ｢ヨーロッパの政治的･軍事的組織運営｣を-フ
ランスに委ねることになろう｡フランスの政治的及び軍事的偉大さと新たに整備
された法律体系は,近隣諸国を保護し束ねる役割をフランスに与えるのに相応し
く,さらに,近隣諸国間に安定的な均衡状態を打ち立て,それを永続的に維持す
る役割をフランスに与えるのに相応しい｡換言するならば,フランスこそが｢全
ヨーロッパ大陸諸国から成るシステムの共通の中心的国家｣として相応しいので
ある｡特に, ｢自国の利益追求に明け暮れ,他国の利害にどこまでも散村的な唯
一の国家イギリス,ヨーロッパ諸国間に不和をもたらし,戦争を引き起こさせる
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唯一の国家｣イギリス,従って｢可能な限り,狭い行動範囲に押し止めておくべ
き唯一の国家｣イギリスに柑する橋頭壁となるのがフランスである｡"'ォ-トリ
ーヴの上述のような言葉以上に,ナポレオン1世治世下におけるヨーロッパの国
家間関係に対するフランスの姿勢を的確かつ端的に言い表したものはない｡
上述のオートリ-ヴの主張は, 18世紀後半の国家関係システムに付してなされ
た最初の批判的言辞ではなかった｡この時期の国家関係システムの不幸は,帝国
概念の衰退-言い換えるならば,普遍的王制の衰退-に対するフランスの反
擬を引き起こさせたことにあるだけではない｡その不幸は,モンテスキューから
ヴァッテルに至る時代に打ち出された前世代の考え方に取って代わる新たなヨー
ロッパ概念には程遠いお粗末なシステムしか現実には生み出してこなかったこと
にもある｡モンテスキューにしても,ヴァッテルにしても,彼らが強調した点は,
個別の独立国家から成るヨーロッパということであり,その上で,彼らはヨーロ
ッパ諸国の国家間関係が,便宜主義や｢国家間にほぼ均一な勢力の均衡状況を保
持しようとする賢明な政策｣に劣らず,ヨーロッパ文明という共通の文明の構成
員であるという一体感の共有によって調整されるという前提に立っていた｡この
時代の現実の政治が,主として,便宜主義が支配する世界であり,それによって
国家間関係が調整されていたことに疑いを差し挟む余地はない｡しかしその一方
では,主要諸国間におけるほぼ均一な勢力均衡状況の現出が, -その結果とし
て,ヨーロッパ域内の普遍的支配という目標の現実性が今や夢と化しただけでは
なく,特殊な状況下に位置していたイギリスは例外としても,ヨーロッパのすべ
ての国家に対して,政策遂行上の計算と自己抑制の必要性を強いることになった
のだが-単一性に基づくヨーロッパ,言い換えるならば,ヨーロッパを単一の
共同体と捉える態度や考え方それ自体をも否定し去ったのである｡それに代わっ
て,今や個別国家の利己主義的主張が強調され,完全なる自治権への要求が喧伝
されるようになった｡
｢国家の孤立化状況がこれほど深まったことは今までに一度としてなかった｣
だけではなく, 18世紀中葉までに現出した政治システムを分岐点として, ｢それ
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以前においても,そ咋以降t=おし,_ても,ヨーロッパの理念とかヨーロッパの利益
という名の下で当然視されてきたものの果たす役割が,ヨーロッパの政治世界に
おいて,その場所を問わずfこれほどまで小さくなったことも皆無である｡｣`2'
この政治システムは,ーもっぱら.一国の利害がすべての諸国に影響を及ぼすという
事実古手よ?yT.,個別の排他的国是を有するヨTロツパ各国が相互に結び付かざる
を得斉し:_1.-毎ステムであるとともに,もっぱら同じ事実によって,各国の個別の利
害が制約を受け､ざるJを得ないシステムであり., .さらに,もっぱら利己主義そのも
や07存在を-認知することによって,国家の利己主義的政策遂行が制約を受けざる
を碍如けス＼テムなのである｡.政治家にとって欠くべからざる要件として,国家
間0?1合意事項への違背行為は常に正当化できるという立場を･i貫して主張してい
た才.ロイセン王フリードリセ2世がi 1752年以降になると,その立場を一八〇度
転換させ,各国間で締絡された条約を遵守することの重要性を強調するようにな
るごP_勘′増時依然と,L:て｢神聖視｣されていた国家存立理由(raison de,e,tat) '3'
自体が,.I-7万では,潜在的には流動性と柔軟性に富みながらも,.他方では,水も
漏ちさ吟硬直的状況を示している当時の国際環境下においては,国家相互間で交
れされ長約帝事に違背しないことこそが要求されていると判断したからに他なら
を.い｡さ丸にその上に,.国家間の条約であれ,国家間の約束事であれ,こうした
取サ溌吟が眼前の状況を是認することにのみ適用されたのではなかったo国家間-
の合意も=jSづく:ポーランド分割･[18世紀後半,隣摸す､る普･壌･属3カ国によって
三次にわたり敢行されたポーラン･･ド国家の分割･分断. -第一次世界大戦末期までの1世
紀以上にわたり,ポーラしン下は分割列艶3カ国の支配下に服した.訳注]は,その本
質におや､て,利己主義的政策遂行の高まりと,自制的行動の必要性の増大という相
互に背反する原則-をめぐる衝突･乳蝶の中から生み出された典型的な事例であ
る｡
このように, 18世紀後半における国家間関係の実際的態様と, 18世紀中葉まで
に現臥し雫･S_た新たなるヲ一口ツパ概念との間には,埋め尽くせない帝が横たわ
ってこいた｡-しかしながら,-　この溝は,フランス革命の時期までは,慣行
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(practice)と理論(theory) -ヨーロッパ各国の統治者を始め,およそすべて
の人が以前と同様引き続き是認していた理論-との間に生じた涯であった.フ
リードリヒ2世は,早くも1738年の段階で,ヨーロッパの政治的実体(Corps
politique)を人間の肉体になぞらえ,ヨーロッパの健全な状態は個別国家間にお
ける均衡状態に依存するとしていた｡その後の経験が,彼をして,このことの正
しさをいよいよ確信させたのであるが, 1752年になると,さらに一歩進んで,
｢キリスト教ヨーロッパを各国の君主で構成される単一の共和制体と見倣す必要
がある｣と考えるようになる｡次いで, 1759年～60年にかけては,ヨーロッパの
勢力均衡の実情に関して,あたかもヴオルテールかヴァッテルと見紛うばかりの
語り口で, ｢ヨーロッパ各国の政府の生存を保証する優れた政策｣であり,プロ
イセンのような新興のヨーロッパ諸国がヨーロッパの政治舞台に踊り出て,その
存在感を発揮できるようにした優れた政策であり, ｢国家的野心が度を越してむ
き出しになった場合には,それに好して例外なく抑止力を行使してきた｣優れた
政策であるという見解を披涯していた｡`4'これに好して,こうしたフリードリヒ
2世の見解は,彼の政治家とは異なる一面,つまり時代を叙述する思想家として
の一面を表したものであって,プロイセン国家の統治者としての彼の行動を律し
たわけではない,という反対論が出て来ざるを得ない｡事実,ルソーを噂矢とし
て,七年戦争後その勢いをますます増すのであるが,当代の政治批評家たちはこ
ぞってフリードリヒ2世を始めとする各国の政治指導者の言説と実際的行動との
乗経を風上に載せ,その矛盾を鋭く突いたのではあるが,しかし彼らにしても,
新興のヨーロッパ概念を同時代の統治者連と共有していたのであって,彼らの批
判はその完全なる受容に二の足を踏み続ける各国の政治指導者に向けられたので
ある｡
この時期以前の政治思想家たちが各国の政治指導者を褒め称え,勢力均衡とい
う考え方そのものを支持していたのに対して,彼らの後継者たちは, 1760年以降
になると,政治指導者も均衡概念もともに一刀両断の下に否定し去った｡ヨーロ
ッパの諸国家は一つの家族の一員あるいは単一社会の構成員であると,彼らが前
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代の政治思想家以上に力説した場合でも,だからと言って,新たな国際社会概念
の中で生起してくるくだんの理論と慣行の確執を目0)当たりにしても,彼らは何
らか解決策を見出そうとするわけではなかった｡彼らのヨーロッパ観は, 17世紀
中葉までにはその姿を露わにする個別国家の集合体としての多様性から成るヨー
ロッパというものであり,彼らはそうした捉え方に囚われていたからである｡彼
らの批判は,このヨーロッパ観の不毛さをは､しなこくも証明す畠復割を果たす結莱
を招いた各国政府に向けられ,従って,その有効性を証明するためにも,その実
現に向けて動き出すことができるようになるまで,各国政府の改革一三着手しなけ
ればならないという立場に固執した｡ルソーの場合は,政府の実態的姿を目の当
たりにして以来,それまで抱いていた連邦主義的構想観を捨て去ったのであるが,
彼は政府の実像に思いを致したフランス革命以前の特筆すべき思想家としては最
後の人-言うまでもなく,この点に着日した最初の人でもあったが-だった
のである｡今や,人々は,オートリ-ヴが感ぜざるを得なかったように',かつ七
ヨーロッパがローマ帝国の崩壊後に直面した完全なる無政府状態,あるいはアテ
ネやスパルタの都市国家衰退後にギリシャが陥った無政府状態と同じ状況に遭遇
していると感じていたのである｡`5'こうした状況下においても,ヨーロッパ全体
を包含する帝国の再建･復活を唱導する者は皆無だった｡ 18世紀中葉からフラン
ス革命勃発に至る期間の国際関係理論の肝余曲折を経た展開の中での最高到達点
が,ベンサムの主張に明示されている｡即ち,国家間の関係が自立した国家とし
ての共同体相互の関係であることに疑問の余地はないが,各国政府がその在り様
の改革を経て,公議万論に決するようになるまでは-ざらに一歩進めて,国家
間の関係が政府相互間の関係ではなく,個々人の間の人間的関係になるまでは-
この関係が道徳的原理に基づいて維持されて行くことはない｡*但し,常な
ることではあるが,ここにも例外はある｡ベンサムとは異なり,同じイギリス生
まれでもトーマス･ペイン(Thomas Paine, 1737-1809) [18世紀末期のジャー
ナリスト兼著述家｡ロンドン滞在中のベンジャミン･フランクリンの知己を得, 37歳で
アメリカに移住｡ジャーナリストとして文筆を通してアメリカ独立革命に貢献した｡訳
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注]の場合は,ヨーロッパの平和構想に興味や関心を示すことはなかった｡彼の
主著『コモン･センス』 (CommonSense, 1776年)は,宗主国イギリスからのア
メリカの独立を公然と呼びかけた最初の著作物であるが,本書の目的は,イギリ
スとの断絶だけではなく,旧弊なヨーロッパ大陸との断絶こそが,アメリカの果
たすべき責務であることを現地のアメリカ人に納得させることにあった｡彼のこ
の主張には,イギリスの憲政政治が｢制度疲労｣ (rottenness)を起こしている
という確信を始め,彼なりの論拠が数多く見出されるのであるが,その中でも最
大の論拠は,ルソーが導いた結論と同株,ヨーロッパは最早,国家相互間を平和
的に結び付ける統一的憲法-言い換えるならば,単一の理想的な共和国-を
実現させるには,回復不能なほどの腐敗状況を呈しているという確信である｡そ
こから演樺して彼が導き出した結論が,ルソーの思考の枠組みをはるかに超越し
て,旧大陸では捨て去られてしまった理想的な共和国をここ新大陸に樹立するこ
とこそが,アメリカに課せられた人類への責務であるとする主張である｡`6'
*　詳細については,本書第5章参照｡
アメリカ独立革命の成功は,ヨーロッパ流の理論と慣行の二重構造が蒙った最
初の打撃だった｡その後,フランス革命が引き起こした革命対反革命という混迷
状態の下で,ヨーロッパの国家間関係の理論と慣行はさらに厳しい試練に直面す
ることになる｡国際主義的理論にとってのフランス革命の意義は,自国のヨーロ
ッパにおける指導的権威の喪失に対するフランスの長年に亘る密屈した遺恨感情
と, 18世紀後期の政治思想家たちのフランス｢旧制度｣ (ancien 716gime) [ここで
は.フランス革命によって打破された革命以前のフランスの政治･社会諸制度全般を指
す.一般的には,絶対主義の末期的諸症状を意味する場合が多い｡訳注]に肘する決
定的な反発とが-即ち,普遍的王制という先代からの理想と,自立した諸国家
で構成される和やかな家族という新たなヨーロッパ像に柑する｢旧制度｣側の背
信行為-の失望感とが一結び付き, 18世紀初頭以降,ヨーロッパにおいてほほ
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とんど顧みられることのなかった単一の理想的統一国家の建設という試み-｣
の試みは新大陸アメリカでは日の目を見て,今や,アメリカ合衆国という形で結
実していた-へと駆り立てたことにある｡
こうした努力によって生み出されたものとして,一方では,先述のオートリ-
ヴが唱導したフランス中心主義的イデオロギーがあり,他方では, ｢ナポレオン
現象｣ (phenomenon ofNapo16on)と称すべきものがあった｡それに加えてもう
一つ,フランスを除くヨーロッパ主要国が合従連衡した反ナポレオン闘争という
要因を忘れてはならない｡この闘争の中で最終的な勝利を収めたのが個別国家の
自立性を強調する18世紀の新興理念だったのであり,ヨーロッパの普遍的王制は
-また,その延長線上にあった連邦制に基礎を置いた統一ヨーロッパという旧
来からの理想は-今や,完膚なきまで否定されたのである｡
反ナポレオン闘争は,さらにもう一つの結果をもたらした｡新興理念防衛のた
めに反ナポレオン闘争に加わったヨーロッパ諸国は,その過程で, 18世紀後半50
年と比較して19世紀努頭以降,現実の政策運営を新たな理念に則したものにすべ
きであるという気持ちをより一層強くした｡ドイツの政治家･政治評論家で数多
くの肩書きと並んで｢プロイセン王戟時顧問｣を倍称していたフリードリヒ･フ
ォン･ゲンツ(Friedrich von Gentz, 1764-1832)が1801年に著わしたオート
リ-ヴへの反論『フランス革命前後のヨーロッパの政治状況』 (Vow dem
politische71 Zustande vow Eu7･OPa vor und Mach derRevolution)は,この点を雄弁に
語った代表的論考である｡
ゲンツは,本書の冒頭で, 18世紀ヨーロッパにおいて等閑に付されたのみなら
ず,果ては忘却の彼方へと追い遣られてきたとオートリ-ヴが主張するヨーロッ
パの｢政治的･連邦的基本法｣の存在そのものを否定し,以下のように議論を展
開する｡ ｢国内情勢の変容によって起こり得る将来の革命的状況も,国家間の村
外関係の変容によって起こり得る将来の革命的状況も,ヨーロッパの公法が支配
する政治システムの下にあっては,事前に予測可能となり,従って,政策遂行の
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際の判断材料に加えられることになるという[オートリ-ヴの]主張の理論的根
拠として提示される普遍的かつ恒久的公法｣なるものが,ヨーロッパに存在した
ことは一度たりともない. ｢こうした条件に言及するのは,その条件を満たすこ
とがおよそ不可能であると明確に指摘しておきたいがためである｡ヨーロッパに
限って見ても多数の自立した国家が存在し,そうした諸国家の多様で錯綜した関
係だけではなく,各国の似て非なる要求や主張を,たった一つの条約で誰一人不
平不満のないように調整することなど,言うまでもなく論外である｡｣ヨーロッ
パ全体を包含する基本法なるものが,歴史上一度たりとも機能した例がないのと
同様,今後も機能することはあり得ない｡ ｢仮にヨーロッパのすべての国家が包
括的な連邦主義的基本法の樹立に資する協定締結へと歩みを進めたとしても･--
この協定の永続的運周を保証し,この協定の将来に亘る存続の確かさを保証する
手段を決定的に欠いている｡ ---各国の発展が不均等であり,産業や国力などの
分野で予め予測できない進歩や増大が生み出されてくることもあって, ･･････各国
間の包括的取り極めに基礎を置いた永続的な公法システムを実現する可能性はな
い｡十7'ゲンツは,この点については,かつてケ一二ヒスベルグで師と仰いで学
んだカントを批判した論考『永遠平和について』 (tTberden Ewigen Frieden,
1800年)の中でも同趣旨のことを指摘している｡
18世紀におけるヨーロッパの公法は,いずれの時代であってもそうであるよう
に,絶えず変容する状況の下で,変容する姿を見せる産物なのである｡それに加
えて, 18世紀という時代が並外れて急速な変容を見せた時代であったことも間違
いない｡但し,このことが当時のヨーロッパに公法なるものが存在していなかっ
たとか,等閑に付されていたということを意味するわけではない｡ロシアの隆盛
- ｢近代の歴史の中でアメリカ大陸の発見後の最大級の歴史的事件｣であり,
ヨーロッパ域外の遅れた諸国がヨーロッパ-と雪崩れ込んでくる危険を未然に防
いでくれた歴史的事象でもある-は,ロシアが目論む西方への進出計画という
要因が契機となって,ヨーロッパ諸国間の政治関係を複雑化させ,各種の戦争を
誘発させ,既存の勢力均衡状態と国家間に適周される一般法を危殆に陥れる結果
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を招く恐れがあったのだが,ロシアの西噺脅威が他方でのプロイセンの勢力伸長
によって相殺されたこともあって,ヨーロッパにおける公法体制が弱められる事
態は回避された｡プロイセンの勢力増強によって,ヨーロッパの公法体制が瓦解
したと主張するとしたら,それは次の事実を見過ごしていることになる｡即ち,
｢仮に歴史の運命とか見えざる手がその必要性を予見し得なかったとしても,ヨ
ーロッパの列強諸国はプロイ_セン的国家が必要なことを充分認識していたに違い
ない｣という事実である｡さらに,プロイセンが軍事的攻勢に出ていた短期間を
除いて,この時期にはかつてと比較して戟争勃発の頻度が低下･Lたという事実,
とりわけ, 1763年以降フランス革命が勃発する1789年までの間,戦争状態を経験
しなかったという事実を忘れ去っていることになる｡ヨーロッパの国家間関係に
不自然かつ相互の力を消耗させるような圧力をかけてきたのは,フランス王ルイ
14世であって,プロイセン王フリードリヒ2世ではなかった｡しかしながら,こ
の時代の政治社会の発展,産業の伸張,富の増大を全体的に促したのは,基本的
には,軍隊の増強であり,行政能力の飛躍的発展であり,各国のヨーロッパの枠
外を視野に入れた従って多額の費用を要する政治的戦略の進展であった｡弱体な
ドイツ諸公国の庇護者として,今や,プロイセンがその立場をフランスから奪い
取ったことは明白な事実ではあるが,この事実はヨーロッパの安定性･安全性を
損なわせるものではなく,逆にその安定性･安全性の進展に寄与する積極的な要
因である｡同じことがイギリスの商業経営の発展,植民地経営の飛躍的成長につ
いても言える｡第-に,イギリスの経済的伸張がヨーロッパの連邦的枠組みを覆
したわけではない｡と言うのも,連邦的枠親みなるものがかつてヨーロッパに存
在したためしがないからである｡第二に,イギリスの経済的伸張がヨーロッパの
国家間の法体制や勢力均衡状況を破壊へと導いたわけでもない｡と言うのも,経
済力の増大は,一面では嫉妬心を誘発させ,戦争を意起させてきたことは否定で
きないが,イギリスーカ国に限られた現象ではなかったからである｡第三に,イ
ギリスの経済的伸張は,｢ヨーロッパの社会関係に申し分のない適応力を示した｡｣
と言うのも,フランスは言うまでもなく,その他のヨーロッパ諸国がその恩恵に
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与っていたからである｡かくして第四に,イギリスの経済的伸張は, ｢-カ国だ
けに影響力が集中することから起こり得る権力の濫用に対する防波堤の役割をご
く自然に果たしてきた｣からである｡ついでに,経済的発展による恩恵を最も享
受したのがイギリスであったという点に関して付言するならば,この事実は,プ
ロイセンの勢力伸張と同様,ヨーロッパの安定性･安全性をより一層補強する役
割を果たした,と言わなければならない｡そして最後に,イギリスの経済的伸張
は, ｢いずれの国家であれ,圧倒的優位な立場を悪用しようとする国家が偶々現
れた場合には,それに村抗する勢力として,ヨーロッパの全般的な勢力均衡を保
持する重石の役割を果たしてきたからである.｣ t8'
以上のような理由から,フランス革命の勃発およびその革命が辿った道筋を
-革命を推し進めたイデオロギー面については言及するまでもなく-,革命
が引き起こされた時点におけるヨーロッパの国家間関係の実情を口実に挙げて正
当化するわけにはいかない｡その反対にこそ,真実がある｡即ち,ヨーロッパの
国家間システムが,その進展を図る上で最大の好機を迎えていたまさにその時に,
その流れ押し止めて進展を妨害し,結果として,ヨーロッパに一大混乱状態をも
たらしたのである｡""その後のナポレオン1世治世下においては,旧来とは異な
るより優れたシステムが生み出されて,この混迷状況が解消されるどころか,フ
ランスが｢過剰な政治力と過剰な連邦体制志向｣,換言するならば, ｢独占的な影
響力｣を専有するようになった｡この結果, - ｢ある国家がヨーロッパ各国に
対して法の受容を迫る場合,それを直接的に行ってはならず,また適切な時間的
余裕を与えずに行ってはならない,という合意が広く認められていたにも拘らず
-フランスの圧倒的な影響力の下で,旧来の普遍的王制,即ち, ｢普遍統治国
家｣ (universal dominion)へと回帰したのである｡ナポレオン1世が作り出し
たヨーロッパは, ｢ごく少数の主要国を除き,いかなる自立した個別国家の存在
も認められることのない｣ヨーロッパであり,そこでは,存立を容認された少数
の主要国にしても,その立場を保持しようとする限り,フランスの支配からの唯
一の避難所として,先を見通せない連盟体という殻に閉じこもることによっての
B20.
み,身を守ることを運命付けられた存在なのである｡`IO'
｢かつての構造物の瓦疎の中から,新たな構造物建設のための資材を探し出し
てくる｣に際して,最初になすべき政治的知恵が,フランスが有する圧倒的な力
を殺ぎ,･フランス革命以前に存在した勢力均衡状況をヨーロッパに再度復活させ
ること~によって,.現在の不健康かつ永続的な危険性に満ちた状況を克服すること
である｡､ ｢国家間の政治システムというものは, /包括的な国家連合体が実現しな
い限り●修正できないほどの権力の一方的な偏りがある場合･,極めて深刻な欠陥を
内包した鳩のにならざるを得ないo Lかも,国家連合体と･いう困難かつ危険な治
療法が,現に抱えている病状の一定の改善を保証するも'のではをいとしたら, ∴
弓国家間の均衡状況の実現などお･よぞ論外である｡｣他方,ヨーロッパに国家間
の均衡状況を再生させることができた暁には,ヨーロッパ各国の自立と国益が,
再び｢その.システム内での行動指針の基本原理｣となるであろう｡但し,このこ
とによって,戦争行為や国家間の紛争が全面的に雲散霧消するわけでは勿論ないo
そこまで求めるのは,あり得べからざることを求めることに等しい｡しかしなが
ら.,･ーこの音｢ロツパの国家間システムは, ｢国家の自由原理にどこまでも村立し,
国家間の魔力の平等性をどこまでも1忌避し,ヨーロッパという社会的･連邦的観
織体の基本法にどこまでも′敵対し,ヨーロッパ諸国とその人民の圧倒的多数の願
いをどこまでも無祝してきた｣現行の国家間システムよりは,,I:その健全性におい
てはるかに優れたも.のになるに違いない.I.r健全な政策の命ずる諸原紬f=,他を
庄する力を有する国家による勝手気倦な権力の濫用を未然に防止するだけに止ま
らず,人間の知恵によってはどう七ても.回避JL得ない通常戦争に際して,国家間
のしかるべき戦力配分を維持し了さらにその存立すら危殆に陥れる恐れのある衝
撃から政治システムを保持するために･も,自然発生的であれ,人為的であれ,何
らかの勢力均衡状況の必要性を前提としている｡｣ …'
_1ゲンツの議論の主眼は, 18世紀後半の国家間システムへの回帰願望にあった.
しかしながら,彼は同時に,現今の政治家は18世紀後半への回帰とは別の新たな
課題に直面しているという認識の持ち主であった｡ ｢歴史上の偶然性によって｣
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-偶然性と言えるかどうか疑問の余地があるにせよ-,フランス革命とそ
の後のナポレオン現象は,一つの歓迎すべき効果をもたらした｡それは, 18世紀
国家間システムの不完全性を白日の下に晒したことである｡このシステムの欠陥
-例えば, ｢野望と権利侵害を基調とした各種の進出計画, --国家間の無数
の取り極めと離合集散, ･-･･分割統治を奨励するシステム｣ -は, ｢ヨーロッ
パ文明の急速な進展の結果｣として必然であった｡そこから生み出されてきた現
象が,一つには, ｢フランス革命以前のヨーロッパ主要国間の勢力関係が変化せ
ざるを得なくなった｣ことであり,もう一つとしては, ｢片やヨーロッパの強大
国4, 5カ国と,片や政治的にその存在意義をほとんど有することなくヨーロッ
パ各地に散らばっている多数の小国との間の力の不均衡が増大した｣ことである｡
フランス革命がそれまでの国家間関係システムを破綻-と追い込んだのだが,こ
のことは,ヨーロッパ各国にとって,こうした欠陥を取り除く上で,比較的有利
な立場にいたということを意味する｡フランス革命という未曾有の大災厄の発生
に伴い, ｢統治原則と国家間の法原則は,ともにその完全性に向けて前進しつつ
あった｡｣しかしその歩みは遅く,不完全な要素がいくつも存在していたことは
否定できない0時に,決定的なことは,ヨーロッパ各国を律する｢一般法に関す
る包括的な規定の不在｣である｡ヨーロッパに均衡状況を復活させる上で,次い
で重要なことは,ゲンツによれば,国家間システムの完全性に向けてのこうした
前進を確実なものにするという課題に取り組むことである｡‖2'こうした議論の
進め方を見ると,ゲンツがカントの下で研究したのも無駄ではなかったというこ
とが鋸ける｡
さらに,ゲンツは当時の各国政府を支援する立場を.,この部分だけではなく,
本書のいたるところで,績々説明している｡ 1804年,小ピット(William 戸itt.
the Younger, 1759-1806) [大ピットの次男｡弱冠24歳で首相に就任,以後17年間
に亘る長期政権を指導｡その後,一旦下野したが, 04年再度首相の座に復帰｡三次に亘
る対仏大同盟の形成･運営とイギリス2大政党政治の確立に腐心した｡訳注]は,国
家が獲得してきた諸権利及び領土等は各国間の条約締結という方策によって定め
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られ,承認されなければならず,しかもその条約は, ｢それらを侵害しようとす
るいかなる試みに対しても,一致協力して当たることを調印国すべてに義務付け
るものでなければならない｣,とイギリス議会の答弁の中で述べていた｡‖3'ロシ
ア皇帝アレクサンドJt,1世(1777-1825) [内政改革の実績以上に,外交面で華々し
く活躍し,対英･仏条約の締結(1801年),対仏大同盟に参加(05-07年),ナポレオン
1世との祖国防衛戦争での勝利(12年),神聖同盟の設立(15年)などを通して,ロシ
アをヨーロッパの強国に押し上げた｡訳注]は,同年,対ナポレオン戦争前期の終
幕に際して, ｢国家の存立を政府に付託した結果,各国政府は臣民の最大の利益
に沿う場合を除き,まったく動きが取れなくなってしまった｣のだが,本来,
｢尊重されるべき国家の利益に沿う形で,各国政府がより明確な規則に基づき,
相互に国家間関係を取り決めるべきである｣と提案した｡このアレクサンドル提
案に対して,イギリス政府は,若干の留保条件を付けた上で,政府間の連盟体形
成とヨーロッパの安全保障の確保に歓迎の意を示した｡"4'1812年段階になると,
アレクサンドル1世の姿勢が,臣民の利益というよりはむしろ君主の利益に重き
を置くような変化を見せるのだが,それにも拘わらず,ヨーロッパの君主諸公が
｢兄弟のように付き合える｣盟約の締結に期待を寄せていたのである0"5'こうし
た君主間の盟約-の期待は, 1814-15年に開催されたウィーン会読[フランス革
命戦争及びナポレオン戦争の後始末のために,パリ条約(1814年)の調印国8カ国が招
集し,ウィーンで開かれた列国会議｡その後のウィーン体制を基礎付ける国家間協定を
取り決めた｡訳注]の場における全戦勝国政府が国家間協議への道を進む積極的
な動機の中でも最大のものであった｡しかも,ウィーン会議で,包括的な平和条
約の最終草案の起草を託されたのが,他でもないゲンツその人だったのである｡
カントは,単にゲンツに影響を与えただけに止まらない｡何故なら,カントは,
早くも1784年段階で, ｢産業を通して深く結び付いている大陸内の国家が受ける
すべての打撃は,他のあらゆる国家に射して顕著な打撃を与える｡そのために,
これら諸国家は独特の危険状態を経験し,たとえ法律上の威厳を伴わずとも,自
分が仲裁裁判官になると申し出てくるようになる｡かくして,過去が実例を示し
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得ないような偉大な国家統一体を未来に向かって実現しようと着手し始めるので
ある｡｣116'と喝破していたからである｡彼の予測は,その歩みは遅々としたもの
ではあったが,一世代後に漸く日の目を見ようとしていた｡
君主間の協調体制という願望は,ウィーン会議の場にはっきりとした形で現れ,
そこではナポレオン戦争の戦勝諸国がヨーロッパの勢力地図を詳細に亘って塗り
替えようとする精神が横溢していた｡そのことは,これら戦勝国がヨーロッパ再
配置の実現のために起案し,採択した様々の方策に紛う方なき明確さをもって示
されている｡ほぼすべてのヨーロッパ諸国の国境線を劃定した文書である1815年
6月調印のウィーン会議最終議定書は,ある条項の侵犯は残りの条項すべてを無
効としない限り有効とはならないことを定めた唯一の公式文書と見倣されてい
た｡さらに,この議定書は,調印国すべてに対してその条項を遵守する権利-
保証条項が欠如していたため,義務とすることができなかったのだが-を付与
していた｡ロシア,イギリス,オーストリア,プロイセン4カ国が1815年11月に
調印した第2次パリ条約では,フランス国境の劉定及びフランスとの和平の条件
整備が行われるとともに,調印4カ国がその条項遵守の義務を負うことが約され
た｡ナポレオン戦争の遂行を目的としたショーモン条約(Treaty of Chaumont,
1814年3月調印)の発展的協定である上記4カ国間の四国条約(Quadruple
Alliance, 15年11月20日調印)は,フランスの侵略行為及びナポレオン1世のフ
ランス王位-の復位に対して,その阻止のために共に立ち上がること,次いで,
同国において革命的騒擾状況が生起した場合には, ｢一致協力して共同行動に出
る｣ことを宣明にしたものであるが,それだけに止まらず,国家間関係において
は今まで見られなかった新たな一歩を踏み出した｡同条約の第6条は次のように
規定している｡ ｢世界の倖せを目指して4カ国の君主が相互に取り結んだ親密な
杵をさらに強固にするために,締約国は--君主自らの主催の下であるか,或い
は君主の代理人としての公使の主催であるかを問わず, 4カ国間の会読を定期的
な設定期間をおいて開催することに合意する｡これらの会議の目的とするところ
は,締約国共通の利害に関して協議することであり,各時代において,締約4カ
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国の安寧と繁栄及びヨーロッパの平和の維持にとって,最も有益と考えられる方
策を検討･精査することである｡｣さらには, 1815年秋に交渉が開始され,翌16
年に公布された神聖同盟(Holy Alliance) [当机　露･襖･普3カ国の君主が締結
した神秘的博愛主義に基づく和平維持宣言｡後に,イギリス,ローマ教皇,オスマン帝
国を除く,全ヨーロッパの君主が参加した｡訳注]がある｡シュリ,サン-ピェ-ル,
ルソーらの言説だけでなく,ロシア生まれの神秘主義者クリュデナ-夫人
(Barbara Juliana, Baroness Yon Krudener, 1764- 1824)の宗教的狂信主義の影
響を受けたアレクサンドル1世は,神聖同盟を｢神の摂理の賜物であって,政府
関係者が作り上げた産物ではない｣と言明するとともに, ｢ヨーロッパのキリス
ト教君主諸公｣ -彼はオスマン･トルコ皇帝の他に,ローマ教皇をキリスト教
君主から除外していた-が互いを友と見徹し, ｢キリスト教国家という一つの
家族の一員として｣また, ｢我らが主,我らが救い主,イエス･キリスト｣の精
神で,ヨーロッパ全体の国家間関係に関わるようになる期待を神聖同盟に寄せて
いたのである."7'
こうした各国政府の協調的取り組みの動機に関しては,爾来,数多くの主張が
なされてきた｡各国間の勢力均衡の追求が政策遂行者の最大の動機であったとす
る者,国内の革命状況の事前予防と1789年的状況の再発防止という各国政府の共
通の利害が支配的な動機であったとする者,さらには,正統主義(1egitimism)
に求めるべきであるとする者,純粋な私利私欲が最大の動機であったとする者な
ど,百家争鳴の趣きがある｡いずれの見解も,歴史的な状況証拠には事欠かない｡
しかしながら,この間題を本来あるべきコンテクストに位置付けて考察するなら
ば,こうした見解の相違が実は些細な相違であることに気づかされる｡
勢力均衡という考え方は,ウィーン会議が開催される1815年までには,二通り
の意味を持つようになっていた｡政治的潮流に限らず,理論的潮流が一斉に単一
の超大国のヘゲモニーを求める方向を指向していた近代前期においては,勢力均
衝とは,他を庄するヘゲモニーへの対抗上,国家間における相互協力体制の必要
性を意味していた｡ところが, 18世紀に入ると,勢力均衡はそれまでとは異なる
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ものを意味するようになる｡即ち,功利的便宜主義(expediency)と利己主義
(egotism)である.しかも,この両者はともに,ほぼ均一な力を有しつつ極め
て所有欲の強い国家集団が,まさに功利的便宜主義と利己主義そのものに縛られ,
その規制を受けるという状況の中で生み出されたのである｡そして,ナポレオン
1世が登場して来る19世紀初頭10数年間は,対ナポレオン闘争の中で,勢力均衡
は前者の古典的な意味を再度帯びるようになる｡ 1802年段階でのゲンツは,勢力
均衡を,一方では, ｢他を庄する力を有する単独国家による権力の濫用｣に対す
る防波堤と捉え,他方では, ｢ほぼ均一な権力状況を基礎に置きつつ｣,各国の国
益が｢国家行動の主たる源泉｣となることを可能にするシステムと理解していた｡
この数年後,オーストリアの政治家メッテルニヒ(Klemens Wenzel Nepomuk
Lothar, Furst von Metternich, 1773- 1859) [卓越した外交戦術を展開し,最終的
にナポレオンを屈服させた｡その後,ウィーン会議を主催し,正統主義と勢力均衡によ
るヨーロッパの再建を指導することで,ウィーン体制の中心人物となる｡訳注]は,
｢均衡なき安寧は幻想である｣ (le rePos sang l'dquilibre est me chim∂re.)と語り,
どこまでも古典的な意味合いでの均衡概念を披渡していた｡ウィーン会議におけ
る合意形成の鍵は,ナポレオン1世の幻影に怯えつつ合意に達した各国政府が,
一方で,古典的意味合いでの勢力均衡の必要性に取り慮かれていながらも,他方
では,かつて自らが演じた権力政治を背景とした均衡状態に立ち返ることに対し
ては大いなる不安感を抱いていたことである｡ウィーン会議体制は,基本的には,
単一国家によるヨーロッパ支配という旧来の目標-直近の例としてのフランス
は,その野望を打ち砕かれたところなのだが-と,すべての政府がそこから逃
れることを急務としていた18世紀型勢力均衡状況の両方に取って代わる好案を自
覚的に見出そうとした歴史上初めての試みである-付言するならば,ウィーン
会議体制をほぼ二重写しにした国際連合の実験が,今までのところ,最後の試み
と言えよう-｡フランスの著名な外交史家アルベール･ソレル(AlbertSorel,
1842-1906)がかつて指摘していたように,公法護持のために公法に基づいて形
成される国家間の連合体というものが, 18世紀においては.考えられなくはない
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がおよそ達成され得ない歴史的矛盾であったとしても,こうした連合体こそがウ
ィーン会読体制そのものだったのであり,往時の政治家が例外なく,単一国家に
よる支配と18世紀型勢力均衡という二重の危険性を回避する根本的な解決策とし
て合意に遷したものだったのである｡
神聖同盟は,奇矯なロシア皇帝アレクサンドル1世独特の発想の産物なのでは
なく,こうした各国政府の総意が求める国家間システムの在り方に関する複数の
見解の中で,最も極端なものだったのである｡ところで,このヨーロッパ各国の
総意は,神聖同盟を｢途方もない神秘主義に基づく無価値な産物｣と批判したイ
ギリスの政治家でウィーン会議代表団の一人カースルレイ(Robert Stewart,
viscount Castlereagh, 1769-1822)だけではなく, ｢声高らかに謳い上げただ
けの空疎な文言｣と酷評したメッテルニヒも共有していた総意なのである｡フラ
ンス革命の幻影とナポレオン1世の亡霊に怯えていたウィーン会議参加国政府す
べてにとって,正統主義,社会秩序の堅持,さらには国内外を問わない反好勢力
の排除なども,この総意の一部を成すものではあった｡しかしながら,当時,全
般的な宗教的かつ道徳的復興が見られたのには,それなりの特殊な理由がある｡
それは, 18世紀に華々しく展開された力(force)万能の国際政治の実情と物質
万能主義に好する拒絶反応の特殊形態であった｡また,この拒絶反応は, 19世紀
末葉から20世紀初頭にかけての最終的には第一次世界大戦の勃発-と繋がる,国
家間の錯綜した同盟関係及び権力政治に好する拒絶反応と,その激しさの点でも,
広がりの点でも,まったく引けを取らないほど強い拒絶反応だったのである｡ヨ
ーロッパの列強諸国が,フランスからの侵略の再発防止のための勢力均衡の実現
を模索しながらも,列強間の勢力均衡への過度の依存というかつて状況の再来を
回避しようとして,ウィーン会議の場において,大国としての存在と矛盾しない
程度まで-或いは,大国としての近時における成長と矛盾しない程度まで-,
18世紀前半に打ち出された連邦主義的平和構想に極めて類似した考え方の採用に
向けた動きを活発化させたのは,この拒絶反応がいかに強い影響力を持ったもの
であったかを物語っている｡
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このことは,ヨーロッパの列強諸国がウィーン会議体制の構築へと乗り出す一
方で,個別の国益を追い求めていたことと矛盾するものではない｡個別国家の存
在それ自体には,いかなる時にも国益を追求するという特性が具有する｡国際関
係史家の関心は,国家というものが国益を追求する存在であることを明らかにす
ることでも,ましてや,国益を追求しないように願うことにあるのではない｡彼
らに与えられた役害掴ま,一国家が何故,その方法論には違いがあるにしろ,また直
面する状況が変化するにしろ,いずれにしても国益を追求するのか-言い方を
換えるをらげ, ∵国益そのものの変化の過程とその理由TTを明らかにすることで
ある｡ 1815年段階におけるヨ⊥ロ√ツパ列強諸国の行動に関して特筆すべき点は,
国家間システムの構築へのプロセスの中で,列強諸国が今や,かつては一度たり
ともなかったこ･とであるが,眉国に固有の国益を暫時放棄する用意のあることを
初めて示したことであ:る｡さらに,列強諸国が当面自国の国益を棚上げにした理
由が,国益の放棄こそが自国の国益に適う政策であると自覚していた､ごとにある
という事実を前にした時,この事実が国益放棄の方向性に勝るとも劣らない重要
性を持っていたことが理解されよう｡再度繰り返すが,列強諸国は国益の放棄が
国益その.ものであ･る,.と史上初めて認識したのである.ウィーン会議の煩雑な会
議進行手続きの在り株~に批判的だったゲンツに-しても,丁ヨ一口'ッパ全域の秩序
を軍国なものとし, ･.その経線を図る政治制度の実現を目指す｣列強諸国による
｢初歩的な努力｣としてウィーン会議を正当に評価したo`18'彼は,ウィーン会読
後数年を経た1818年,ヨーロッパに打ち建てられた政治体制に関して,次のよう
に書き記している｡この新たな政治体制の成立は, ｢世界の歴史において前例の
ない現象である｡三世紀に亘りヨーロッパに君臨し,少なからずヨーロッパを惑
わすとともに,混乱に陥れてきた均衡原則(principle of equilibrium)が-よ
り正確には,複雑に取り結ばれた同盟関係の連鎖のバランサー役を果たす｢おも
り原則｣ (principleLof counterweights)が-今や,主要列強5'カ国の指導の下,
全ヨーロッパ諸国が連邦主義的結束を掲げて団結する全般的国家連合原則
(principle of generalunion)に受け継がれたのであるo I--二等国,三等国,
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四等国はそれぞれ, ･この点に関する限り,.約定なしの暗黙の諒解の下,主要列強
5カ国の共同決定事項に服することになる｡斯くして,ヨーロッパは,ここに漸
く,L眉らが創造した最高法廷血reopagus) [本来,古代ギリシアの都市国家アテナ
イが紀元前5 - 6世紀にかけて享受した民主政治隆盛時における司法上の象徴的機関0
後世,集団胞司法･府政機関の頂点を意味するようにならた.訳注]の下に再び結集
する偉大な政治的家族集団を形成することに意っ1ためである｡この家族集団にお
いては,各構成貝は相互に, ､或いは構成員以外の関係当事国に粁じても∴各々の
権利の静静な享受を保障する.のである｡｣ "ヲ',ウィーン会議での合意成立後に形成:
されたウイ-′ン体制の初めての試金石が, 1818年開催のエクサ･ラ･シャベル会
読(Cわngress of AijE-La-Chapelle) [英･喚･普･露の列強4カ国によるフランス占
領の終結を宣言｡その他,四国同盟の更新,奴隷貿易の是非,公海上における他国籍船
舶臨検の権利等,`L多岐に亘る懸案が議題となった.訳注]だったのだが,この会議は,
国家間の懸案諸課題を解決すべく∴平和時において列強諸国が参集した最初の国
家間公式フォ､-ラムであったd
･.ゲンツは,列強諸国の相異なる国益や主導権争いに抗して,ウィーン体制がど
れほどの期間持ち堪えられるかについても思いを巡らしてい′るd 1818年の論考
｢ヨ⊥ロ:ty･パ政治システムの現状｣ (Le syste'me bolitique actuellement e'tabli en
EwoPe) -の中で, `2,0)彼は｢今日,この政治システムに肘する最も強い異論は,＼
こ,のシステムが内包する種々雑多な要素から成る合成物を,長期間に亘って保持
することの明らかな困難性に由来する｣と述べ,次いで, ｢このような国家連盟
体を実現するには,特殊な状況を必要としたのであって, ･･････この連盟体が,特
有の国民性や特有の国家システムを各々有する個別国家の集合体間の対立や闘争
という避け得ない状況に,長期間に亘って代わるべきものだとするならば,それ
は人間の本性に反し,自然の摂理に反するものだと言わなければならない. ････-
従らて,国家間の主張･要求のせめぎ合いを一時的には克服したものの,長期に
亘る克服,ましてや未来永劫の克服を保証するものではない,このヨーロッパ連
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盟機構の持続予測期間という問題は,今日の政治家が直面している最も重要な問
題なのである｡ --｣と主張する｡さらに,国家間の主張･要求のせめぎ合いも
あって, ｢現状の国家間関係の堅牢性･信頼性に財しては,少なからず疑念を持
っている者が圧倒的である｡つまり,多くの者は,フランス革命後の政治的混迷
という極めて異常な状況から生み出され,また,ナポレオン1世の排除というヨ
ーロッパ諸国にとって唯一つの共通の利害-最大の利害であったことを否定す
るものではないが-に基づいて出来上がった構造物が,持続的に維持されると
いう確信を持ち得ないのである｡ ---｣
ゲンツ自身は, ｢多くの者が抱く恐れや憶測に同調している｣わけではない｡
この点に関する彼の見解は, ｢このヨーロッパ連盟(federation) -連盟という
言葉が現在の体制を最もよく言い表している-が早い段階で崩壊するとは,私
にはどうしても思えない｡半世紀間持ち堪えられるとは断言できないが, 10年い
や20年ぐらいであれば,維持できると停謄せずに言える｡ --｣というものであ
った｡彼のこの予測は-ウィーン体制の成立から解消までの極めて正確な予測
だったのだが-,ヨーロッパ列強諸国間の勢力均衡状況がどのような動き方
をするのかということに基づいていただけではなく,列強諸国の支配的な利害が
ともにこの体制を維持することにあったという事実に基づいていた｡ ｢私の見解
は,私自身も認めざるを得ないこの体制の本来的に極めて脆弱な構造に基づくも
のではなく,すべてのヨーロッパ諸国が,応分の犠牲を払うことなく,さらには
この体制そのものを崩壊の憂き目に晒すことなく,現行の国家間関係の連鎖から
抜け出すことはできないという状況判断に基づくものである｡｣ ｢この連盟の主要
5カ国に限り,方針転換という手段によって,現行の体制を崩壊へと導くことが
できる｡それ以外の諸国があれこれ画策しても,体制を揺るがすような効果が発
揮されることはあり得ない｡ --従って,例えば,オスマン帝国政府(Forte)
がロシア攻撃に打って出る場合を想定しても,その結果はウィーン体制全体を揺
るがすような状況を迎えることにはならず,トルコ･ロシア2国間の局所的な戦
争に終始することになろう｡但し,侵略するのがロシアだったとしたら,事情は
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まったく異なる｡その場合には,ヨーロッパの現体制は破局的な状況に直面する
ことになろう｡ ･-･･｣しかしながら, ･主要列強間の勢力均衡状況と支配的な利害
の共有に大きな変化が起首ない限り,ウィーン体制崩壊という破局を迎える差し
迫った危険はない∴といすのがゲシツの判断だったのである｡
オーストリ_ア,･プロイセン,pイギリスの3カ国は,平和-め志向か強く,従っ
て,_現体制の錐持継続に格別の利害を有していたムロ･シアtLフランカニついては,
この点に関する懐り,∴上記･31カ国ほど確かなごとは言えか､.仏露両国には.,(,ウ
ィーン体制の成立から10年或いは20年という時が経過する前05度階宅■,t現疾め改
変を願う動機がなかったわけではか,I.,'しかしながらゝ　この12カ国にしそも∴行
動の自由が抑制される蓋然性が非常に高かったと言わなければなちない. 17ラジ
スはナポレオン戦争の敗戦国であり,従って∴戦後の新体制は,ブラシスにとっ
て,敗北の象徴以外の何物でもなかった｡その上∴ロシアは措くとして,ナポレ
オン戦争後,逸早くその本来の力を回復する可能性を持っていた国家はフランス
を措いてはない｡そのフランスにしても,ヨーロッパ諸国の不信の対象であり続
けることが長期に亘って予想ざれる限り,新体制を自国の都合に合わせて改変す
ることはおよそ無理牡題であった｡ ｢ヨーロッパにお-いては,今後長期間,フラ
ンスとの戟争に対してだけは誰も文句を言わないだろう｡｣という雰囲気だった
のであるム∴他方,ロシアに関しては,∵ウィーン体制を無視するこことのやきる最有
力国であり,その実力と強大な陸軍を以ってすれば∴この体細の後ろ盾を轟も必
要としない大国であった｡しかも,ロシアは;ウイ･-1ン体如こ代わる新たな体制
に惹かれるようなことがあれば,ウイ'-ン体制の破棄を碍躍することなく断行で
きる唯一の強国であり, ･その上,完全な専制政治の下にあるヨーロッパで唯一つ
の国でもあった｡しかしながら,●他方で,経済的基盤が脆弱なロ･シアが侵略行為
に出るような事態になった場合には,オーストリア,プロイセン,そして恐らく
はイギリスの共同包囲網に直面せざるを得なくなる｡何よりも重要なことは,ウ
ィーン体制の設計者であり創始者であることを自認し,その頭領と凌ることを願
っていたアレクサンドル1世は,この体制の維持に関する限り,信に足る人物で
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あると見倣されていたことである｡事実,彼はウィーン体制を｢19世紀の誇りで
あり,世界の救済である｣とまで言っていたのである｡
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